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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　触媒粒子と液体炭化水素とを含むスラリーを内部に保持し、前記スラリーの上部に気相
部を有する気泡塔型スラリー床反応器を用いて、フィッシャー・トロプシュ合成反応によ
り炭化水素を合成する合成工程と、
　前記反応器の内部および／または外部に配置されたフィルターに前記スラリーを流通さ
せて触媒粒子と重質液体炭化水素とを分離し、重質液体炭化水素を抜き出す抜き出し工程
と、
　前記フィルターに前記スラリーの流通方向と逆方向に液体炭化水素を流通させ、前記フ
ィルターに堆積した触媒粒子を前記反応器内のスラリー床中に戻す逆洗工程と、
　前記反応器の気相部から排出される該反応器内の条件において気体状である炭化水素を
冷却し、凝縮した軽質液体炭化水素を気体成分から分離して回収する冷却・気液分離工程
と、
　を備える炭化水素の製造方法であって、
　前記逆洗工程において流通させる液体炭化水素が、前記冷却・気液分離工程で得られる
軽質液体炭化水素と、前記抜き出し工程で抜き出された重質液体炭化水素との混合物であ
り、
　前記軽質液体炭化水素が、前記冷却・気液分離工程において、前記反応器内の条件にお
いて気体状である炭化水素を、１８０℃以上且つ前記反応器内の温度よりも低い温度に冷
却することにより凝縮する軽質液体炭化水素であることを特徴とする炭化水素の製造方法
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【請求項２】
　前記軽質液体炭化水素を更に冷却する再冷却工程を備え、該工程を経た軽質液体炭化水
素を前記逆洗工程に供することを特徴とする請求項１に記載の炭化水素の製造方法。
【請求項３】
　前記混合物中の重質液体炭化水素は、前記抜き出し工程で抜き出された重質液体炭化水
素が含有する触媒粒子の少なくとも一部が、更に除去されたものであることを特徴とする
請求項１または２に記載の炭化水素の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、気泡塔型スラリー床反応器を用いたフィッシャー・トロプシュ合成反応によ
る、炭化水素の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　灯油・軽油等の液体燃料製品の原料として利用される、幅広い炭素数分布を有する炭化
水素を製造する方法として、一酸化炭素ガス（ＣＯ）及び水素ガス（Ｈ２）を原料として
フィッシャー・トロプシュ合成反応（以下、「ＦＴ合成反応」ということもある。）を利
用する方法が知られている。そして、天然ガス等を原料として、改質反応により合成ガス
（ＣＯおよびＨ２を主成分とする混合ガス）を製造し、合成ガスからＦＴ合成反応により
炭化水素を合成し、この炭化水素を水素化処理および分留することにより液体燃料を製造
する技術は、ＧＴＬ（Gas To Liquids）プロセスと呼ばれている。
　ＦＴ合成反応により炭化水素を製造する方法としては、例えば特許文献１に、液体炭化
水素中に固体の触媒粒子を懸濁させたスラリー（以下、単に「スラリー」ということもあ
る。）中に合成ガスを吹き込んでＦＴ合成反応させる、気泡塔型スラリー床反応器を用い
る方法が開示されている。
【０００３】
　この方法では、スラリーを保持してＦＴ合成反応を行う反応器（気泡塔型スラリー床反
応器）と、合成ガスを反応器の底部に吹き込む導管（ガス供給部）と、反応器内のスラリ
ーから触媒粒子を分離するフィルターと、反応器内で合成され前記フィルターを通過した
液体炭化水素（重質液体炭化水素）を抜き出す導管と、この導管を介して抜き出された液
体炭化水素の一部を前記反応器内に返送し、前記フィルターを洗浄する機構と、を備えた
反応システムにより、炭化水素を製造するようにしている。
【０００４】
　また、前記フィルターを洗浄する機構、すなわち、フィルターにより捕捉され、フィル
ター上に堆積した触媒粒子を再度スラリー中に戻すための機構として、フィルターにより
濾過され、導管を介して抜き出された液体炭化水素（重質液体炭化水素）の一部を、前記
フィルターに対し、スラリーを濾過する際の流通方向とは逆の方向に流通させる逆洗処理
が採用されている。
【０００５】
　一方、前記反応器内のスラリーの上部には気相部が設けられ、スラリー中を通過する間
に反応しなかった合成ガス（未反応の合成ガス）、およびＦＴ合成反応により生成し、反
応器内の条件にて気体である軽質炭化水素は、スラリー床から前記気相部に移行し、更に
前記気相部を通過し、反応器上部に接続された導管から排出される。排出された未反応の
合成ガスおよび軽質の炭化水素は冷却されて、軽質炭化水素の一部は凝縮して液体の炭化
水素（軽質液体炭化水素）となり、この軽質液体炭化水素はガス分（未反応の合成ガスお
よび主としてＣ４以下の炭化水素ガス）と気液分離される。そして前記ガス分は前記反応
器にリサイクルされて未反応の合成ガスが再利用され、一方、軽質液体炭化水素は液体炭
化水素の精製工程に供給される。
【先行技術文献】



(3) JP 5889539 B2 2016.3.22

10

20

30

40

50

【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特表２００７－５１６０６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、前記特許文献１に開示された技術における前記フィルターの逆洗処理におい
ては、スラリーの濾過時にフィルターを通過した液体炭化水素（重質液体炭化水素）の一
部が、該フィルターをスラリーの濾過時の流通方向とは逆の方向に通過し、再度反応器内
に返送され、その後スラリーとなってフィルターを再度通過して抜き出される過程を繰り
返す。すなわち、重質液体炭化水素の一部は、反応器の内外を往復することで、フィルタ
ーを繰り返し通過することになる。したがって、スラリーの濾過時には、ＦＴ合成反応器
から抜き出され、後段の液体炭化水素の精製工程に単位時間当たり供給される重質炭化水
素の量に比較して、多量の重質液体炭化水素が単位時間当たりにフィルターを通過するこ
ととなる。
【０００８】
　このような運転においては、フィルターが多量のスラリーを濾過する必要があり、すな
わちフィルターの負荷が大きくなり、また、これに伴って逆洗処理の負担も大きくなる。
この場合、必要となるフィルターの負荷を賄うためには、フィルターの濾過面積を大きく
する必要があり、設備の大型化に伴う設備コストの上昇、およびそれに伴うメンテナンス
・コストの上昇の問題があった。
【０００９】
　本発明は前記事情に鑑みてなされたもので、フィルターを往復して繰り返し通過する液
体炭化水素の量を少なくしてフィルターの負荷を減少させた、炭化水素の製造方法を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の炭化水素の製造方法は、触媒粒子と液体炭化水素とを含むスラリーを内部に保
持し、前記スラリーの上部に気相部を有する気泡塔型スラリー床反応器を用いて、フィッ
シャー・トロプシュ合成反応により炭化水素を合成する合成工程と、前記反応器の内部お
よび／または外部に配置されたフィルターに前記スラリーを流通させて触媒粒子と重質液
体炭化水素とを分離し、重質液体炭化水素を抜き出す抜き出し工程と、前記フィルターに
前記スラリーの流通方向と逆方向に液体炭化水素を流通させ、前記フィルターに堆積した
触媒粒子を前記反応器内のスラリー床中に戻す逆洗工程と、前記反応器の気相部から排出
される該反応器内の条件において気体状である炭化水素を冷却し、凝縮した軽質液体炭化
水素を気体成分から分離して回収する冷却・気液分離工程と、を備える炭化水素の製造方
法であって、前記逆洗工程において流通させる液体炭化水素が、前記冷却・気液分離工程
で得られる軽質液体炭化水素を含むことを特徴とする。
【００１１】
　また、前記炭化水素の製造方法においては、前記軽質液体炭化水素が、前記冷却・気液
分離工程において、前記反応器内の条件において気体状である炭化水素を、１８０℃以上
且つ前記反応器内の温度よりも低い温度に冷却することにより凝縮する軽質液体炭化水素
であることが好ましい。
【００１２】
　また、前記炭化水素の製造方法においては、前記軽質液体炭化水素を更に冷却する再冷
却工程を備え、該工程を経た軽質液体炭化水素を前記逆洗工程に供することが好ましい。
【００１３】
　また、前記炭化水素の製造方法においては、前記逆洗工程において流通させる液体炭化
水素が、前記軽質液体炭化水素と、前記抜き出し工程で抜き出された重質液体炭化水素と
の混合物であることが好ましい。
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【００１４】
　また、前記炭化水素の製造方法においては、前記混合物中の重質液体炭化水素は、前記
抜き出し工程で抜き出された重質液体炭化水素が含有する触媒粒子の少なくとも一部が、
更に除去されたものであることが好ましい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の炭化水素の製造方法によれば、逆洗工程においてフィルターに流通させる液体
炭化水素として、反応器の気相部から排出される該反応器内の条件において気体状である
炭化水素を冷却し、凝縮した軽質液体炭化水素を用いているので、スラリーの濾過時にフ
ィルターを往復して繰り返し通過する液体炭化水素（重質液体炭化水素）の量を低減でき
る。すなわち、逆洗工程で反応器内に返送された軽質炭化水素は、反応器内で気化して反
応器の気相部から抜き出されるため、スラリーの一部となってフィルターを通過すること
はない。よって、スラリーの濾過時にフィルターを単位時間当たりに通過する液体炭化水
素の量が低減されてフィルターの負荷を軽減することができる。これによってフィルター
の濾過面積を低減することが可能となり、製造設備の小型化や簡易化、およびこれに伴う
メンテナンスの軽減を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明に係る液体燃料合成システムの一例の全体構成を示す概略図である。
【図２】本発明に係るＦＴ合成ユニットの概略構成図である。
【図３】（ａ）はフィルターの概略構成説明図、（ｂ）はフィルターエレメントの概略構
成説明図である。
【図４】本発明に係るＦＴ合成ユニットの変形例の概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、本発明の炭化水素の製造方法を詳しく説明する。
　まず、本発明の炭化水素の製造方法を実施するのに好適な、合成反応システムの一例に
ついて、図１を参照して説明する。
　図１に示す液体燃料合成システム１は、天然ガス等の炭化水素原料を液体燃料に転換す
るＧＴＬプロセスを実行するプラント設備である。
　この液体燃料合成システム１は、合成ガス製造ユニット３と、ＦＴ合成ユニット５と、
アップグレーディングユニット７とから構成されている。合成ガス製造ユニット３は、炭
化水素原料である天然ガスを改質して一酸化炭素ガスと水素ガスを含む合成ガスを製造す
る。ＦＴ合成ユニット５は、合成ガス製造ユニット３において製造された合成ガスからＦ
Ｔ合成反応により液体炭化水素を合成する。アップグレーディングユニット７は、ＦＴ合
成反応により合成された液体炭化水素を水素化・精製して液体燃料（主として灯油、軽油
）の基材を製造する。
　以下、これら各ユニットの構成要素について説明する。
【００１８】
　合成ガス製造ユニット３は、例えば、脱硫反応器１０と、改質器１２と、排熱ボイラー
１４と、気液分離器１６，１８と、脱炭酸装置２０と、水素分離装置２６とを主に備える
。脱硫反応器１０は、水素化脱硫装置等で構成され、原料である天然ガスから硫黄化合物
を除去する。改質器１２は、脱硫反応器１０から供給された天然ガスを改質して、一酸化
炭素ガス（ＣＯ）と水素ガス（Ｈ２）とを主成分として含む合成ガスを生成する。排熱ボ
イラー１４は、改質器１２にて生成した合成ガスの排熱を回収して高圧スチームを発生す
る。
【００１９】
　気液分離器１６は、排熱ボイラー１４において合成ガスとの熱交換により加熱された水
を気体（高圧スチーム）と液体とに分離する。気液分離器１８は、排熱ボイラー１４にて
冷却された合成ガスから凝縮分を除去し気体分を脱炭酸装置２０に供給する。脱炭酸装置
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２０は、気液分離器１８から供給された合成ガスから吸収液を用いて炭酸ガスを除去する
吸収塔２２と、該炭酸ガスを含む吸収液から炭酸ガスを放散させて再生する再生塔２４と
を有する。水素分離装置２６は、脱炭酸装置２０により炭酸ガスが分離された合成ガスか
ら、当該合成ガスに含まれる水素ガスの一部を分離する。ただし、前記脱炭酸装置２０は
場合によっては設ける必要がないこともある。
【００２０】
　このうち、改質器１２は、例えば、下記の化学反応式（１）、（２）で表される水蒸気
・炭酸ガス改質法により、炭酸ガスと水蒸気とを用いて天然ガスを改質して、一酸化炭素
ガスと水素ガスとを主成分とする高温の合成ガスを生成する。なお、この改質器１２にお
ける改質法は、前記水蒸気・炭酸ガス改質法の例に限定されず、例えば、水蒸気改質法、
酸素を用いた部分酸化改質法（ＰＯＸ）、部分酸化改質法と水蒸気改質法の組合せである
自己熱改質法（ＡＴＲ）、炭酸ガス改質法などを利用することもできる。
【００２１】
　ＣＨ４＋Ｈ２Ｏ→ＣＯ＋３Ｈ２　　・・・（１）
　ＣＨ４＋ＣＯ２→２ＣＯ＋２Ｈ２　・・・（２）
【００２２】
　また、水素分離装置２６は、脱炭酸装置２０又は気液分離器１８と気泡塔型スラリー床
反応器３０（以下、「反応器３０」ということもある。）とを接続する主配管から分岐し
た分岐ラインに設けられる。この水素分離装置２６は、例えば、圧力差を利用して水素の
吸着と脱着を行う水素ＰＳＡ（Pressure Swing Adsorption：圧力変動吸着）装置などで
構成できる。この水素ＰＳＡ装置は、並列配置された複数の吸着塔（図示せず。）内に吸
着剤（ゼオライト系吸着剤、活性炭、アルミナ、シリカゲル等）を有しており、各吸着塔
で水素の加圧、吸着、脱着（減圧）、パージの各工程を順番に繰り返すことで、合成ガス
から分離した純度の高い水素ガス（例えば９９．９％程度）を、水素を利用して所定反応
を行う各種の水素利用反応装置（例えば、脱硫反応器１０、ワックス留分水素化分解反応
器６０、中間留分水素化精製反応器６１、ナフサ留分水素化精製反応器６２など）へ連続
して供給することができる。
【００２３】
　水素分離装置２６における水素ガス分離方法としては、前記水素ＰＳＡ装置のような圧
力変動吸着法の例に限定されず、例えば、水素吸蔵合金吸着法、膜分離法、或いはこれら
の組合せなどであってもよい。
【００２４】
　次に、ＦＴ合成ユニット５について、図１、図２を参照して説明する。図１、図２に示
すようにＦＴ合成ユニット５は、気泡塔型スラリー床反応器３０と、気液分離器３２と、
外部型触媒分離器３４と、気液分離装置３６と、逆洗液槽３８と、第１精留塔４０とを主
に備える。
　気泡塔型スラリー床反応器３０は、合成ガスから液体炭化水素を合成するもので、ＦＴ
合成反応により合成ガスから液体炭化水素を合成するＦＴ合成用反応器として機能する。
この反応器３０は、反応器本体８０と、冷却管８１とを主に備えており、内部が例えば１
９０～２７０℃程度に加熱され、かつ大気圧より加圧された条件下で運転される。
【００２５】
　反応器本体８０は、略円筒型の金属製の容器である。反応器本体８０の内部には、液体
炭化水素（ＦＴ合成反応の生成物）中に固体の触媒粒子を懸濁させたスラリーが収容され
ており、該スラリーによってスラリー床が形成されている。
　この反応器本体８０の下部においては、水素ガスおよび一酸化炭素ガスを主成分とする
合成ガスがスラリー中に噴射されるようになっている。そして、スラリー中に吹き込まれ
た合成ガスは、気泡となってスラリー中を反応器本体８０の高さ方向（鉛直方向）下方か
ら上方へ向かって上昇する。その過程で、合成ガスは液体炭化水素中に溶解し、触媒粒子
と接触することにより、液体炭化水素の合成反応（ＦＴ合成反応）が進行する。具体的に
は、下記化学反応式（３）に示すように水素ガスと一酸化炭素ガスとが反応して炭化水素
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を生成する。
【００２６】
　２ｎＨ２＋ｎＣＯ→（－ＣＨ２－）ｎ＋ｎＨ２Ｏ　・・・（３）
【００２７】
　また、合成ガスが気泡として反応器本体８０内を上昇することで、反応器本体８０の内
部においてはスラリーの上昇流（エアリフト）が生じる。これにより、反応器本体８０内
部にスラリーの循環流が生じる。
【００２８】
　反応器本体８０内に収容されるスラリーの上部には気相部が設けられており、前記気相
部とスラリーとの界面において、気液分離がなされる。すなわち、スラリー中で反応する
ことなくスラリーと前記気相部との界面を通過した合成ガス、およびＦＴ合成反応により
生成した、反応器本体８０内の条件において気体状である比較的軽質の炭化水素は、気体
成分として前記気相部に移る。この際に、この気体成分に同伴する液滴、およびこの液滴
に同伴する触媒粒子は重力によりスラリーに戻される。そして、反応器本体８０の頂部ま
で上昇した気体成分（未反応の合成ガスおよび前記軽質の炭化水素）は、反応器本体８０
の頂部に接続された導管を介して抜き出され、後述するように冷却された上で気液分離装
置３６に供給される。
【００２９】
　冷却管８１は、反応器本体８０の内部に設けられ、ＦＴ合成反応の反応熱を除去するこ
とにより、系内の温度を所定の温度に保つ。この冷却管８１は、例えば、１本の管を屈曲
させ、鉛直方向に沿って上下に複数回往復するように形成されていてもよい。また、例え
ば、バイヨネット型と呼ばれる二重管構造の冷却管を反応器本体８０の内部に複数配置し
てもよい。すなわち、冷却管８１の形状および本数は前記形状および本数に限られるわけ
ではなく、反応器本体８０内部に配置されて、スラリーを冷却することに寄与できるもの
であればよい。
【００３０】
　この冷却管８１内には、気液分離器３２から供給される冷却水（例えば、反応器本体８
０内の温度との差が－５０～０℃程度の水）が流通しており、冷却管８１内を流通する過
程で、スラリーと冷却管８１の管壁を介して熱交換することにより、反応器本体８０内部
のスラリーが冷却される。冷却水の一部は、水蒸気となって、気液分離器３２に排出され
、中圧スチームとして回収できるようになっている。
　反応器本体８０内のスラリーを冷却するため媒体としては、前記のような冷却水に限定
されず、例えば、Ｃ４～Ｃ１０の直鎖状、分枝鎖状または環状のアルカン、オレフィン、
低分子量シラン、シリルエーテル、シリコーンオイルなどを使用することもできる。
【００３１】
　図１に示す気液分離器３２は、反応器本体８０内に配設された冷却管８１内を流通して
加熱された水を、水蒸気（中圧スチーム）と液体とに分離する。この気液分離器３２で分
離された液体は、冷却水として再び冷却管８１に供給される。
【００３２】
　反応器本体８０内に収容されるスラリーを構成する触媒は、特に限定されないが、シリ
カ、アルミナ等の無機酸化物からなる担体に、コバルト、ルテニウム、鉄等から選択され
る少なくとも１種の活性金属が担持された、固体粒子状の触媒が好ましく使用される。こ
の触媒は、活性金属の他に、ジルコニウム、チタン、ハフニウム、レニウム等の触媒の活
性を高めるため等を目的として添加される金属成分を有していてもよい。この触媒の形状
は特に限定されないが、スラリーの流動性の観点、および、流動に際して触媒粒子どうし
、および触媒粒子と反応器本体８０の内壁、冷却管８１等との衝突、摩擦により触媒粒子
が崩壊あるいは磨耗して、微粉化された触媒粒子が発生することを抑制するとの観点から
、略球状であることが好ましい。
　また、触媒粒子の平均粒径は特に限定されないが、スラリーの流動性の観点から、４０
～１５０μｍ程度であることが好ましい。
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【００３３】
　外部型触媒分離器３４は、図２に示すように反応器３０の外部に配設された分離槽５０
と、分離槽５０内に設けられたフィルター５２とを備えている。分離槽５０の上部には、
反応器本体８０の中央部に接続された流出管３４ａが設けられ、分離槽５０の下部には、
反応器本体８０の下部に接続された返送管３４ｂが設けられている。ここで、反応器本体
８０の下部とは、反応器本体８０の底部から、反応器本体８０の１／３以下の長さの範囲
にある部分のことであり、反応器本体８０の中央部とは、反応器本体８０の上部と下部と
の間の部分のことである。また、分離槽５０には第１配管４１および第２配管４４が接続
されており、これら第１配管４１および第２配管４４は分離槽５０内のフィルター５２に
接続している。
【００３４】
　フィルター５２は、図３（ａ）に示すようにフィルターエレメント５３が水平方向にお
いて縦横に多数配置されて構成されている。また、必要に応じてこれら縦横に配置された
単段のフィルターエレメント５３群が、スラリーの流れ方向、例えば鉛直方向に複数段配
設され、多段構造に構成されていてもよい。
　これら各フィルターエレメント５３には、系統ごとに濾液（液体炭化水素）を抜き出す
第１導管５４がそれぞれに接続して設けられており、これら第１導管５４は、一つの第２
導管５５に接続している。第１導管５４には、必要に応じてそれぞれに独立して開閉弁（
図示せず）が設けられている。また、第２導管５５には、弁５６が設けられており、第３
導管５７には弁５８が接続されている。第２導管５５は、図２に示す第１配管４１に接続
しており、第２導管５７は、図２に示す第３配管４４に接続している。
【００３５】
　フィルターエレメント５３は、図３（ｂ）に示すように例えば一対のプレート５３ａ、
５３ａ間に多数の濾過媒体５３ｂを積層した柱状（円柱状または角柱状）のもので、下側
のプレート５３ａに、前記第１導管５４を接続している。このような構成によってフィル
ターエレメント５３は、流出管３４ａを介して反応器３０から抜き出されたスラリーを濾
過媒体５３ｂで濾過し、スラリー中の触媒粒子を捕捉する。また、スラリー中の液体炭化
水素については、濾液として第１導管５４に導出する。ここで、このフィルターエレメン
ト５３の濾過媒体５３ｂとしては、その目開きが５～３０μｍ、好ましくは５～２５μｍ
、更に好ましくは５～２０μｍであることが望ましい。
【００３６】
　図２に示すように返送管３４ｂは、外部型触媒分離器３４において、フィルター５２の
逆洗処理により、フィルター５２（濾過媒体５３ｂ）から除去された触媒粒子および液体
炭化水素（炭化水素油）、更に濾過により濃縮されたスラリーを反応器本体８０に返送す
るための配管である。
【００３７】
　第１配管４１には、濾過装置４５および貯槽４６がこの順に配設されている。濾過装置
４５は内部にフィルター（図示せず。）を有し、このフィルターによって導入された重質
液体炭化水素を濾過する。すなわち、この濾過装置４５内のフィルターは、前記外部型触
媒分離器３４内のフィルター５２（濾過媒体５３ｂ）で捕捉されずに重質液体炭化水素に
同伴する粒径の比較的小さな触媒粒子の少なくとも一部を捕捉し、除去する。なお、濾過
装置４５のフィルターの目開きとしては、例えば５μｍ程度とされる。また、貯槽４６は
、前記外部型触媒分離器３４内のフィルター５２および前記濾過装置４５を通過した重質
液体炭化水素を一旦貯留する。
【００３８】
　濾過装置４６の下流には第１配管４１を介して第１精留塔４０が接続されている。また
、濾過装置４６の下流の第１配管４１からは、中途に弁４７が配設された第３配管４８が
分岐し、逆洗液槽３８に接続されている。
　逆洗液槽３８は、後述する軽質液体炭化水素を貯留するようになっているが、上記の配
置により、必要に応じて、外部型触媒分離器３４および前記濾過装置４６で濾過された重
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質液体炭化水素をこの逆洗液槽３８に供給し、前記軽質液体炭化水素と混合することがで
きるようになっている。この逆洗液槽３８には前記第２配管４４が接続されており、これ
によって逆洗液槽３８は、貯留した軽質液体炭化水素または軽質炭化水素と重質炭化水素
との混合物（混合油）を逆洗液として第２配管４４に導出し、外部型触媒分離器３４に供
給するようになっている。
【００３９】
　前記反応器３０には、その反応器本体８０の気相部（塔頂部）に抜出管８２が接続され
ている。抜出管８２は、熱交換部８３を介して気液分離装置３６に接続しており、反応器
本体８０内の塔頂まで上昇した気体成分、すなわち未反応の合成ガスおよびＦＴ合成反応
の生成物であり、反応器本体８０内の条件にて気体である軽質炭化水素を、気液分離装置
３６に移送する。熱交換部８３は、合成ガス製造ユニット３から供給された合成ガスと反
応器本体８０から抜き出された気体成分とを熱交換させ、相対的に温度が低い合成ガスを
加熱するとともに、相対的に温度が高い前記気体成分を冷却して、前記気体成分に含まれ
る比較的沸点の高い成分を、軽質液体炭化水素の一部として凝縮させる。
【００４０】
　気液分離装置３６は、第１ドラム８４、第２ドラム８５、第３ドラム８６と、第１凝縮
器８７、第２凝縮器８８とを備えて構成されている。第１ドラム８４は、抜出管８２に直
接接続したもので、前記気体成分が前記熱交換部８３において冷却されることにより、そ
の一部が凝縮して得られる気液混合物を気液分離する。ここで、熱交換部８３は、反応器
本体８０から抜き出された前記気体成分を、反応器３０に供給される合成ガスとの熱交換
によって冷却し、前記気体成分の一部を液化させる。熱交換部８３により、前記反応器本
体８０から抜き出された気体成分を冷却する温度（熱交換部８３の出口温度）は、１８０
℃以上であることが好ましく、２００℃以上であることが更に好ましく、２１０℃以上で
あることが特に好ましい。また、前記温度は、必然的に前記反応器本体８０から排出され
る気体成分の温度、すなわち反応器本体８０の温度よりも低い温度となる。この反応器本
体８０内の温度は選択する反応条件によって変化するため一概にはいえないが、例えば１
９０～２７０℃、好ましくは２００～２６０℃である。前記気体成分を前記範囲の温度に
冷却することで、前記気体成分の中でも比較的に高沸点の成分のみを選択的に液化するこ
とができ、したがって得られる液体炭化水素を後述するように逆洗液として良好に機能さ
せることができる。すなわち、逆洗液が、前記フィルター５２を通過するまでに、周囲の
温度によってその温度が上昇し、気化することを抑制することができ、効率的に逆洗を行
なうことができる。
【００４１】
　また、軽質液体炭化水素の中でも、反応器本体８０の気相部から排出された気体成分を
、熱交換部８３によって、好ましくは１８０℃以上、更に好ましくは２００℃以上、特に
好ましくは２１０℃以上であって、且つ反応器本体８０内の温度よりも低い温度に冷却し
て、凝縮する軽質液体炭化水素をフィルター５２の逆洗液として使用することにより、Ｆ
Ｔ合成反応に使用する触媒の経時的な活性の低下を抑制することができる可能性がある。
すなわち、ＦＴ合成反応においては、主生成物である炭化水素に加えて、副生成物として
一酸化炭素由来の酸素原子を有する、アルコール類等の含酸素化合物が生成する。この含
酸素化合物は、ＦＴ合成反応に使用される触媒の活性を低下させる可能性がある。一方、
ＦＴ合成反応の特性から、含酸素化合物は、炭素数がより少ない留分（沸点がより低い留
分）により多く含まれる傾向にある。このため、フィルター５２の逆洗液として、沸点の
低い留分（軽質留分）をより多く含む液体炭化水素を用いるほど、逆洗液中に含まれる含
酸素化合物の濃度が高くなり、この逆洗液が流入する反応器本体８０内の液体炭化水素中
の含酸素化合物の濃度が高まる傾向となる。この場合、ＦＴ合成反応用の触媒の経時的な
活性の低下がより進行しやすくなる可能性がある。
　これに対して、反応器本体８０の気相部から排出された気体成分を、熱交換部８３によ
り上記範囲の温度に冷却して凝縮する軽質液体炭化水素を逆洗液として用いることで、軽
質液体炭化水素の中でも比較的に含酸素化合物の濃度が低い成分を利用することとなり、
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ＦＴ合成反応に用いる触媒の活性低下に与える影響を減じることができる可能性がある。
【００４２】
　なお、本実施形態では合成ガスの冷熱を利用する熱交換部８３によって前記気体成分を
冷却する例について述べたが、これに代えて別の単一または複数の冷却器（図示せず。）
を備え、反応器本体８０から抜き出された気体成分を前記範囲の温度に冷却するようにし
てもよい。
　このようにして第１ドラム８４での気液分離により得られた液体炭化水素（軽質液体炭
化水素）は、後述するように逆洗液として好ましく使用され、一方、この液体炭化水素か
ら分離された気体成分は第２ドラム８５側に排出される。
【００４３】
　　第１凝縮器８７は、第１ドラム８４と第２ドラム８５との間を連通させる配管に設け
られ、第１ドラム８４から流出した気体成分を水等の冷却媒体と熱交換させ、その一部を
液化させる。第１凝縮器８７においては、その出口温度を例えば１００℃に設定すること
により、第１ドラム８４から供給された気体成分中の沸点がおおよそ１００℃を超える炭
化水素が液化する。そして、第２ドラム８５は、沸点がおおよそ１００℃を超える液体炭
化水素（軽質液体炭化水素）と沸点がおおよそ１００℃以下の気体成分とを分離し、該気
体成分を第３ドラム８６側に排出する。
【００４４】
　第２凝縮器８８は、第２ドラム８５と第３ドラム８６との間を連通させる配管に設けら
れ、第２ドラム８５から排出された気体成分を水等の冷却媒体と熱交換させ、その一部を
液化する。第２凝縮器８８においては、その出口温度を例えば４０℃に設定することによ
り、第２ドラム８５から供給された気体成分中の沸点がおおよそ４０℃を超える炭化水素
が液化する。そして、第３ドラム８６は、沸点がおおよそ４０℃を超える液体炭化水素（
軽質液体炭化水素）と沸点がおおよそ４０℃より低い気体成分とを分離し、該気体成分を
返送管８９から排出する。前記気体成分は返送管８９によって合成ガスの供給管４９に返
送される。
　この気体成分は、未反応の合成ガス（ＣＯ、Ｈ２）およびＣ４以下の炭化水素を主とし
て含み、合成ガスの供給管４９において、合成ガス製造ユニット３から供給される合成ガ
スと混合され、反応器３０にリサイクルされ、未反応の合成ガスが再利用される。この第
３ドラム８６から排出される気体成分については、少なくともその一部は、合成ガスの供
給管４９に返送することなく、フレア・ガスとして焼却する、あるいは燃料として用いる
ようにしてもよい。
【００４５】
　第１ドラム８４には、その底部に第１導出管９０が接続されている。第１導出管９０は
、図２中実線で示すように前記逆洗液槽３８に接続して設けられ、第１ドラム８４から軽
質液体炭化水素を逆洗液槽３８に供給する。この第１導出管９０には、必要に応じてフィ
ルターを有する槽９３が設けられている。この槽９３内のフィルターは、第１ドラム８４
から導出された液体炭化水素中に僅かながら含まれる触媒粒子を捕捉し、除去する。すな
わち、反応器本体８０内の気相部から抜き出される気体成分中にはスラリーの飛沫（ミス
ト）が含まれ、この飛沫中には触媒粒子が含まれることがある。すると、この触媒粒子は
主に第１ドラム８４内で沈降し、導出される液体炭化水素とともに第１導出管９０に導出
される。したがって、導出された液体炭化水素を槽９３内のフィルターで濾過することに
より、後述するように逆洗処理の際に、少量の触媒粒子がフィルターに対して逆方向から
供給されることを回避することができる。
【００４６】
　また、第１導出管９０には、前記槽９３の下流側（逆洗液槽３８側）に再冷却部９４が
設けられている。再冷却部９４は、第１導出管９０を流通する軽質液体炭化水素と水等の
冷却媒体とを熱交換させ、第１導出管９０を流通する軽質液体炭化水素を更に冷却する。
すなわち、反応器本体８０内の気相部から抜き出された気体成分を合成ガスとの熱交換部
８３で冷却し、得られた軽質液体炭化水素を、この再冷却部９４で冷却する。再冷却部９
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４の出口温度としては特に限定されず、熱交換部８３の出口温度より低い温度であればよ
いものの、１００℃以上２００℃以下の温度であることが好ましく、１２０℃以上１９０
℃以下の温度であることがより好ましい。
【００４７】
　前記再冷却部９４の出口温度が１００℃よりも低い温度である場合、例えば再冷却部９
４内の配管にワックス分が析出して付着し、伝熱の悪化に伴う冷却効率の低下等の問題を
生じる懸念がある。また、再冷却部９４にて再冷却した軽質液体炭化水素を、逆洗液槽３
８および第２配管４４を経て、逆洗液として外部型触媒分離器３４内のフィルター５２に
濾過時とは逆方向に流通させる際に、該軽質液体炭化水素が有する冷熱によって、フィル
ター５２の周辺に存在する重質液体炭化水素が冷却され、一部のワックスが析出して、フ
ィルター５２の差圧が上昇する等の問題を生じる懸念がある。一方、前記再冷却部９４の
出口温度を１９０℃を超える温度とする場合、軽質液体炭化水素が外部型触媒分離器３４
内のフィルター５２に供給されたときに、該軽質液体炭化水素が気化するまでの時間が十
分に遅延されず、フィルター５２を通過する時点で該軽質液体炭化水素が気化し、フィル
ター５２上に堆積した触媒粒子を効率的に除去することが困難となる可能性がある。
【００４８】
　このように第１ドラム８４から導出された軽質液体炭化水素を再冷却する目的は、後述
するようにこの軽質液体炭化水素を逆洗液として、内部の温度が反応器本体８０内の温度
と同等（例えば１９０～２７０℃）である外部型触媒分離器３４に導入した際、外部型触
媒分離器３４内の温度（例えば１９０～２７０℃）によって軽質液体炭化水素の温度が短
時間にその沸点まで上昇して、該軽質液体炭化水素が気化し、逆洗液としての機能を充分
に発揮できなくなることを避けるためである。すなわち、前記軽質液体炭化水素をその沸
点より充分に低い温度にまで冷却しておくことにより、この軽質液体炭化水素を逆洗液と
して外部型触媒分離器３４に導入した際、軽質液体炭化水素が気化するまでの時間を遅延
させることができる。したがって、この軽質液体炭化水素が液体である状態のうちに、逆
洗処理を終了させることができるようになり、これによりフィルター５２上に堆積した触
媒粒子を効率的に除去することができる。
【００４９】
　このようにして第１ドラム８４から排出され、第１導出管９０を流通して再冷却部９４
で再冷却された軽質液体炭化水素は、逆洗液槽３８に流入し、逆洗液としてここに一時的
に貯留される。また、この逆洗液槽３８において前記軽質液体炭化水素は、第３配管４８
を経て流入した液体炭化水素と混合され、逆洗処理用の混合物（混合油）を形成してもよ
い（詳細は後述）。
【００５０】
　第２ドラム８５には、その底部に第２導出管９１が接続されており、第３ドラム８６に
は、その底部に第３導出管９２が接続されている。これらの導出管は合流して一つの配管
となり、前記第１配管４１の、前記第３配管４８との分岐点の下流側に接続する。
　第１精留塔４０は、第１配管４１に接続して配設され、前記第１配管４１を経て供給さ
れる重質液体炭化水素、すなわち外部型触媒分離器３４から導出された液体炭化水素と、
第２導出管９１および第３導出管９２をそれぞれ経て供給される軽質液体炭化水素、すな
わち第２ドラム８５および第３ドラム８６から導出された軽質液体炭化水素とを蒸留し、
沸点に応じて各留分に分離する。
　なお、上記では気液分離装置３６は第１ドラム８４、第２ドラム８５、第３ドラム、第
１凝縮器８７および第２凝縮器８８から構成されるものとしたが、このような構成とする
ことにより、軽質液体炭化水素を確実に回収することが可能となる。
　但し、気液分離装置３６は上記の構成に限定されることはなく、第２ドラム８５、第２
凝縮器８８および第２導出管９１を設けず、第１凝縮器８７の出口配管を第３ドラム８６
の入口配管と接続する構成としてもよい。その場合の第１凝縮器８７の出口温度は４０℃
程度に設定する。
【００５１】



(11) JP 5889539 B2 2016.3.22

10

20

30

40

50

　また、上記の例では、第１ドラム８４で分離された軽質液体炭化水素のみを第１導出管
９０により逆洗液槽３８に移送して、逆洗液とする例を示したが、逆洗液として使用する
軽質液体炭化水素はこれに限定されるものではなく、第２ドラム８５で分離された軽質液
体炭化水素および／または第３ドラム８６で分離された軽質液体炭化水素と、前記第１ド
ラムで分離された軽質液体炭化水素との混合物を用いてもよい。すなわち、第２ドラム８
５から第２導管９１により排出された軽質液体炭化水素、および／または第３ドラム８６
から第３導管９２により排出された軽質液体炭化水素を、配管９０の破線で示した部分を
使用して、第１導出管に合流させ、第１ドラム８４から排出された軽質液体炭化水素と前
記軽質液体炭化水素との混合物を形成し、この混合物を逆洗液槽３８に移送して、逆洗液
として用いてもよい。
【００５２】
　図１に示すようにアップグレーディングユニット７は、例えば、ワックス留分水素化分
解反応器６０と、中間留分水素化精製反応器６１と、ナフサ留分水素化精製反応器６２と
、気液分離器６３，６４，６５と、第２精留塔７０と、ナフサ・スタビライザー７２とを
備える。ワックス留分水素化分解反応器６０は、第１精留塔４０の塔底に接続されている
。中間留分水素化精製反応器６１は、第１精留塔４０の中央部に接続されている。ナフサ
留分水素化精製反応器６２は、第１精留塔４０の上部に接続されている。気液分離器６３
，６４，６５は、これら水素化反応器６０，６１，６２のそれぞれに対応して設けられて
いる。第２精留塔７０は、気液分離器６３，６４から供給された液体炭化水素を沸点に応
じて分留する。ナフサ・スタビライザー７２は、気液分離器６５及び第２精留塔７０の塔
頂から供給されたナフサ留分の液体炭化水素を精留し、Ｃ４以下の気体成分は例えばフレ
ア・ガスとして排出し、炭素数が５以上の成分は製品のナフサとして回収する。
【００５３】
　次に、以上のような構成の合成反応システム１により、天然ガスから液体燃料を合成す
る工程（ＧＴＬプロセス）について説明する。
　合成反応システム１には、天然ガス田または天然ガスプラントなどの外部の天然ガス供
給源（図示せず。）から、炭化水素原料としての天然ガス（主成分がＣＨ４）が供給され
る。前記合成ガス製造ユニット３は、この天然ガスを改質して合成ガス（一酸化炭素ガス
と水素ガスを主成分とする混合ガス）を製造する。
【００５４】
　まず、前記天然ガスは、水素分離装置２６によって分離された水素ガスとともに脱硫反
応器１０に供給される。脱硫反応器１０は、前記水素ガスを用いて天然ガスに含まれる硫
黄化合物を公知の水素化脱硫触媒で水素化して硫化水素に転換し、更にこの硫化水素を酸
化亜鉛のような吸着材により吸着・除去することにより、天然ガスの脱硫を行う。このよ
うにして天然ガスを予め脱硫しておくことにより、改質器１２及び気泡塔型スラリー床反
応器３０、アップグレーディングユニット７の水素化処理反応器で用いられる触媒の活性
が硫黄化合物により低下することを防止できる。
【００５５】
　このようにして脱硫された天然ガス（炭酸ガスを含んでもよい。）は、炭酸ガス供給源
（図示せず。）から供給される炭酸ガス（ＣＯ２）と、排熱ボイラー１４で発生した水蒸
気とが混合された後で、改質器１２に供給される。改質器１２は、例えば、水蒸気・炭酸
ガス改質法により、炭酸ガスと水蒸気とを用いて天然ガスを改質して、一酸化炭素ガスと
水素ガスとを主成分とする高温の合成ガスを生成する。このとき、改質器１２には、例え
ば、改質器１２が備えるバーナー用の燃料ガスと空気とが供給されており、該バーナーに
おける燃料ガスの燃焼熱および改質器１２の炉内の輻射熱により、吸熱反応である前記水
蒸気・炭酸ガス改質反応に必要な反応熱がまかなわれている。
【００５６】
　このようにして改質器１２で製造された高温の合成ガス（例えば、９００℃、２．０Ｍ
ＰａＧ）は、排熱ボイラー１４に供給され、排熱ボイラー１４内を流通する水との熱交換
により冷却（例えば４００℃）されて、排熱回収される。このとき、排熱ボイラー１４に
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おいて合成ガスにより加熱された水は気液分離器１６に供給され、この気液分離器１６か
ら気体分が高圧スチーム（例えば３．４～１０．０ＭＰａＧ）として改質器１２または他
の外部装置に供給され、液体分の水が排熱ボイラー１４に戻される。
【００５７】
　一方、排熱ボイラー１４において冷却された合成ガスは、凝縮液分が気液分離器１８に
おいて分離・除去された後、脱炭酸装置２０の吸収塔２２、または気泡塔型スラリー床反
応器３０に供給される。吸収塔２２は、貯留している吸収液内に、合成ガスに含まれる炭
酸ガスを吸収することで、該合成ガスから炭酸ガスを分離する。この吸収塔２２内の炭酸
ガスを含む吸収液は、再生塔２４に導入され、該炭酸ガスを含む吸収液は例えばスチーム
で加熱されてストリッピング処理され、放散された炭酸ガスは、再生塔２４から改質器１
２に送られて、前記改質反応に再利用される。
【００５８】
　このようにして、合成ガス製造ユニット３で生成された合成ガスは、図２に示す供給管
４９を介して前記ＦＴ合成ユニット５の気泡塔型スラリー床反応器３０に供給される。こ
のとき、気泡塔型スラリー床反応器３０に供給される合成ガスの組成比は、ＦＴ合成反応
に適した組成比（例えば、Ｈ２：ＣＯ＝２：１（モル比））に調整されている。なお、こ
の合成ガスは、本実施形態では気泡塔型スラリー床反応器３０の気相部から抜き出された
気体成分を熱交換部８３において冷却する冷媒となる。したがって、該気体成分を所望温
度に冷却するべく、必要に応じて予備冷却されるように構成されていてもよい。また、こ
の合成ガスは、脱炭酸装置２０と気泡塔型スラリー床反応器３０とを接続する配管に設け
られた圧縮機（図示せず。）により、ＦＴ合成反応に適切な圧力（例えば３．６ＭＰａＧ
）まで昇圧されるように構成されていてもよい。
【００５９】
　また、前記脱炭酸装置２０により炭酸ガスが分離された合成ガスの一部は、水素分離装
置２６にも供給される。水素分離装置２６は、前記のように圧力差を利用した吸着、脱着
（水素ＰＳＡ）により、合成ガスに含まれる水素ガスを分離する。分離された水素ガスは
、ガスホルダー（図示せず。）等から圧縮機（図示せず。）を介して、合成反応システム
１内において水素ガスを利用して所定反応を行う各種の水素利用反応装置（例えば、脱硫
反応器１０、ワックス留分水素化分解反応器５０、中間留分水素化精製反応器５２、ナフ
サ留分水素化精製反応器５４など）に、連続して供給される。
【００６０】
　次いで、前記ＦＴ合成ユニット５は、前記合成ガス製造ユニット３によって製造された
合成ガスから、ＦＴ合成反応により、炭化水素を合成する。以下、ＦＴ合成反応による炭
化水素の合成方法に基づき、本発明の炭化水素の製造方法の第１実施形態を説明する。
【００６１】
　前記合成ガス製造ユニット３において生成した合成ガスは、熱交換部８３で熱交換して
反応器３０の反応器本体８０の気相部から抜き出された気体成分を冷却することで加熱さ
れた後、気泡塔型スラリー床反応器３０を構成する反応器本体８０の底部から流入し、反
応器本体８０内に収容されたスラリー内を上昇する。この際、反応器本体８０内では、前
述したＦＴ合成反応により、該合成ガスに含まれる一酸化炭素ガスと水素ガスとが反応し
て、炭化水素が生成する。
　さらに、この合成反応時には、冷却管８１内に水を流通させることでＦＴ合成反応の反
応熱を除去する。この熱交換により加熱された水は、気化して水蒸気となる。この水蒸気
に含まれる液体の水は、気液分離器３２で分離されて冷却管８１に戻され、気体分が中圧
スチーム（例えば１．０～２．５ＭＰａＧ）として外部装置に供給される。
【００６２】
　気泡塔型スラリー床反応器３０の反応器本体８０内の、液体炭化水素および触媒粒子を
含有するスラリーの一部は、図２に示すように反応器本体８０の中央部から流出管３４ａ
を介して抜き出され、外部型触媒分離器３４に導入される。
　外部型触媒分離器３４では、導入されたスラリーをフィルター５２によって濾過し、触
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媒粒子を捕捉する。これにより、スラリーを固形分と液体炭化水素からなる液体分とに分
離する。この外部型触媒分離器３４による濾過処理により、反応器３０内から液体炭化水
素を抜き出す（抜き出し工程）。ここで、外部型触媒分離器３４内の温度や圧力について
は、基本的には反応器本体８０内と同じ条件で運転される。したがって、フィルター５２
によって濾過分離されて得られる液体分は、前述したように反応器本体８０内の条件にお
いて液体状である炭化水素、すなわち重質液体炭化水素である。
【００６３】
　外部型触媒分離器３４は、本実施形態では図３に示すフィルター５２のうちの一部のフ
ィルターエレメント５３群が、それぞれに接続する第２導管５５に設けられた弁５６の制
御により、通常の濾過工程をなすようになっている。また、残部のフィルターエレメント
５３群が、それぞれに接続する第２導管５５に設けられた弁５６および第３導管５７に設
けられた弁５８の制御により、後述する逆洗工程をなすようになっている。すなわち、本
実施形態では、図３に示すフィルター５２のうちの一部のフィルターエレメント５３群は
通常の濾過処理を行い、残りのフィルターエレメント５３群は逆洗処理を行うようになっ
ている。このような濾過処理と逆洗処理との切換は、弁５６および弁５８の切換操作によ
って行うことができる。なお、このような濾過処理、逆洗処理は、所定時間毎に交互にな
されるようになっており、したがって所定時間が経過すると、制御部（図示せず）による
制御によって各弁５６および弁５８が自動的に切り換えられるようになっている。
　したがって、濾過工程で捕捉された触媒粒子は、その後になされる逆洗工程においてフ
ィルター５２表面から取り除かれ、逆洗液とともに返送管３４ｂを経て反応器本体８０の
スラリー床に戻されるようになっている。
【００６４】
　外部型触媒分離装置３４における濾過処理によってフィルター５２で触媒粒子から分離
され、第１導管５４、第２導管５５を介して第１配管４１に導出された重質液体炭化水素
（液体分）は、図２に示すように、濾過装置４５により再度濾過処理されてもよい。濾過
装置４５では、内部に配置したフィルターによって重質液体炭化水素を濾過することによ
り、外部型触媒分離器３４のフィルター５２（濾過媒体５３ｂ）で捕捉されずに重質液体
炭化水素中に混入した、反応器本体８０内で触媒粒子の摩擦、崩壊等により発生した微粉
化した触媒粒子の少なくとも一部を捕捉し、除去する。
【００６５】
　濾過装置４５で再度濾過処理された重質液体炭化水素は、貯槽４６に一旦貯留される。
そして、貯槽４６から排出された重質液体炭化水素は、第２ドラム８５および第３ドラム
８６から排出される軽質液体炭化水素と合流し、第１精留塔４０に供給される。また、場
合により、その重質液体炭化水素の一部は、弁４７によって必要量が逆洗液として逆洗液
槽３８に供給され、その他は第１精留塔４０に供給される。但し、以後の本実施形態の説
明では、重質液体炭化水素は逆洗液用として逆洗液槽３８に供給されることなく、全量が
第１精留塔４０に供給されるものとする。
【００６６】
　前述のように、反応器本体８０の気相部から抜き出された気体成分は、抜出管８２を経
て熱交換部８３で熱交換され、合成ガスによって冷却されてその一部が液化した後、気液
混合状態で気液分離装置３６の第１ドラム８４内に流入する。第１ドラム８４内に流入し
た気液混合物はここで気液分離され、液体分、すなわち軽質液体炭化水素は、第１ドラム
８４から第１導出管９０に排出される。
【００６７】
　第１導出管９０に排出された軽質液体炭化水素は、前述のように槽９３に導入され、こ
の槽９３内のフィルターによって該軽質液体炭化水素中に僅かに含まれる触媒粒子が捕捉
され、除去される。さらに、槽９３から導出された軽質液体炭化水素は、再冷却部９４に
おいて所定温度に再冷却される（再冷却工程）。その後、再冷却された軽質液体炭化水素
は、逆洗液槽３８に導入され、逆洗処理用の液、すなわち逆洗液として貯留される。
　このようにして得られる軽質液体炭化水素を逆洗液として用いれば、逆洗液は反応器本
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体８０内に戻された後、気化して気体成分の一部として反応器本体の頂部から排出され、
スラリーの一部として外部型触媒分離器３４のフィルター５２で濾過処理されることはな
い。したがって、この軽質液体炭化水素からなる逆洗液はフィルター５２を往復して繰り
返し通過することがないため、逆洗液として重質液体炭化水素を用いていた従来に比べ、
フィルター５２の負荷を格段に軽減することができる。
【００６８】
　また、第１ドラム８４において液体成分から分離されて排出された気体成分は、第１凝
縮器８７により冷却されてその一部が液化し、液化した成分（軽質液体炭化水素）は第２
ドラム８５にて気体成分と分離されて第１精留塔４０に供給される。また、第２ドラム８
５において液体成分から分離されて排出された気体成分は、第２凝縮器８８で冷却されて
その一部が液化し、液化した成分（軽質液体炭化水素）は第３ドラム８６にて気体成分と
分離されて第１精留塔４０に供給される。
　なお、第１ドラム８４および／または第２ドラム８５に流入する液体成分中には、反応
器３０内で副生する水が含まれている。したがって、第１ドラム８４および／または第２
ドラム８５の底部には、水抜き用の配管（図示せず。）を設けておくのが好ましい。
【００６９】
　また、外部型触媒分離器３４において濾過処理と並行してなされる逆洗処理（逆洗工程
）は、逆洗液槽３８から第２配管４４に導出された逆洗液（軽質液体炭化水素）を、図３
（ａ）に示す第３導管５７を介してフィルターエレメント５３群に流通させることで行う
。すなわち、逆洗液槽３８内の逆洗液を図示しないポンプ等によって第２配管４４中に圧
送し、第３導管５７、第１導管５４を介してフィルターエレメント５３群に流通させる。
すると、逆洗液は外部型触媒分離器３４内に導入され、第３導管５７を介して第１導管５
４を逆流し、フィルターエレメント５３の濾過媒体５３ｂを洗浄（逆洗）する。これによ
り、濾過媒体５３ｂに堆積した触媒粒子は濾過媒体５３ｂから除去され、逆洗液に同伴さ
れて返送管３４ｂを経て、逆洗液とともに反応器３０内のスラリー床中に戻される。
【００７０】
　ここで、外部型触媒分離器３４内に導入された逆洗液としての軽質液体炭化水素は、反
応器本体８０内の条件において気体状である炭化水素であり、外部型触媒分離器３４内は
基本的に反応器本体８０内と同じ条件になっているため、外部型触媒分離器３４内に導入
されることで加熱され、気化を開始する。しかし、逆洗液として用いている軽質液体炭化
水素は、第１ドラム８４で気液分離した比較的高沸点の炭化水素であり、更に再冷却部９
４で再冷却されている（再冷却工程）ことにより、充分に冷熱が付与されているため、外
部型触媒分離器３４内に導入されてもしばらくは液体の状態に維持される。したがって、
フィルター５２を逆洗処理する間は液体の状態にあることで逆洗液としての機能を充分に
発揮し、スラリーの濾過時に濾過媒体５３ｂに堆積した触媒粒子を濾過媒体５３ｂから良
好に除去する。
【００７１】
　逆洗液とともに反応器本体８０内のスラリー床中に返送された触媒粒子は、スラリー床
中にて他の触媒粒子とともにスラリーを形成する。
　一方、逆洗液としての軽質液体炭化水素は、反応器本体８０内にて気体となり、反応器
本体８０の気相部から抜き出され、気液分離装置３６に送られる。なお、第１ドラム８４
に接続する第１導出管９０は、図２中に示す配管９０の破線部分により、第２導出管９１
、第３導出管９２が合流する配管に接続しており、切換弁（図示せず。）の切換制御等に
よって液体（軽質液体炭化水素）の流れる方向を逆洗液槽３８側と第１精留塔４０側との
いずれかに切り換えられるようになっている。これにより、反応系内を循環する、逆洗液
としての軽質液体炭化水素が過剰になった際には、過剰分を第１精留塔４０側に排出する
ことができる。
【００７２】
　次に、第１精留塔４０は、前記のようにして反応器３０から外部型触媒分離器３４及び
濾過装置４６を介して供給された重質液体炭化水素、及び気液分離装置３６を介して供給
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された軽質液体炭化水素を分留し、ナフサ留分（沸点が約１５０℃より低い。）と、中間
留分（沸点が約１５０～３６０℃）と、ワックス留分（沸点が約３６０℃を超える。）と
に分離する。この第１精留塔４０の底部から取り出されるワックス留分の液体炭化水素（
主としてＣ２２以上）は、ワックス留分水素化分解反応器６０に移送され、第１精留塔４
０の中央部から取り出される中間留分の液体炭化水素（主としてＣ１１～Ｃ２１）は、中
間留分水素化精製反応器６１に移送され、第１精留塔４０の上部から取り出されるナフサ
留分の液体炭化水素（主としてＣ５～Ｃ１０）は、ナフサ留分水素化精製反応器６２に移
送される。
【００７３】
　ワックス留分水素化分解反応器６０は、第１精留塔４０の塔底から供給された炭素数の
多いワックス留分の液体炭化水素（概ねＣ２２以上）を、前記水素分離装置２６から供給
される水素ガスを利用して水素化分解して、その炭素数を概ねＣ２１以下に低減する。こ
の水素化分解反応では、触媒と熱を利用して、炭素数の多い炭化水素のＣ－Ｃ結合を切断
して、炭素数の少ない低分子量の炭化水素を生成する。このワックス留分水素化分解反応
器６０により、水素化分解された液体炭化水素を含む生成物は、気液分離器６３において
気体と液体とに分離され、そのうち液体炭化水素は、第２精留塔７０に移送され、気体分
（水素ガスを含む。）は、中間留分水素化精製反応器６１及びナフサ留分水素化精製反応
器６２に移送される。
【００７４】
　中間留分水素化精製反応器６１は、第１精留塔４０の中央部から供給された炭素数が中
程度である中間留分の液体炭化水素（概ねＣ１１～Ｃ２１）を、水素分離装置２６からワ
ックス留分水素化分解反応器６０を介して供給される水素ガスを用いて、水素化精製する
。この水素化精製反応では、主に、燃料油基材としての低温流動性を向上する目的で、分
岐状飽和炭化水素を得るために、前記液体炭化水素を水素化異性化し、また、前記液体炭
化水素中に含まれる不飽和炭化水素に水素を付加して飽和させる。更に、前記炭化水素中
に含まれるアルコール類等の含酸素化合物を水素化して飽和炭化水素に変換する。このよ
うにして水素化精製された液体炭化水素を含む生成物は、気液分離器６４で気体と液体と
に分離され、そのうち液体炭化水素は、第２精留塔７０に移送され、気体分（水素ガスを
含む。）は、前記水素化反応に再利用される。
【００７５】
　ナフサ留分水素化精製反応器６２は、第１精留塔４０の上部から供給された炭素数が少
ないナフサ留分の液体炭化水素（概ねＣ１０以下）を、水素分離装置２６からワックス留
分水素化分解反応器６０を介して供給される水素ガスを用いて、水素化精製する。これに
より、供給されるナフサ留分に含まれる不飽和炭化水素及びアルコール類等の含酸素化合
物は飽和炭化水素に変換される。このようにして水素化精製された液体炭化水素を含む生
成物は、気液分離器６５で気体と液体に分離され、そのうち液体炭化水素は、ナフサ・ス
タビライザー７２に移送され、気体分（水素ガスを含む。）は、前記水素化反応に再利用
される。
【００７６】
　次いで、第２精留塔７０は、前記のようにしてワックス留分水素化分解反応器６０及び
中間留分水素化精製反応器６１から供給された液体炭化水素を、炭素数がＣ１０以下の炭
化水素（沸点が約１５０℃より低い。）と、灯油留分（沸点が約１５０～２５０℃）と、
軽油留分（沸点が約２５０～３６０℃）及びワックス留分水素化分解反応器６０からの未
分解ワックス留分（沸点が約３６０℃を超える。）とに分留する。第２精留塔７０の下部
からは軽油留分が取り出され、中央部からは灯油留分が取り出される。一方、第２精留塔
７０の塔頂からは、炭素数がＣ１０以下の炭化水素が取り出されて、ナフサ・スタビライ
ザー７２に供給される。
【００７７】
　さらに、ナフサ・スタビライザー７２では、前記ナフサ留分水素化精製反応器６２及び
第２精留塔７０から供給された炭素数がＣ１０以下の炭化水素を蒸留して、製品としての
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ナフサ（Ｃ５～Ｃ１０）を分離・精製する。これにより、ナフサ・スタビライザー７２の
塔底からは、高純度のナフサが取り出される。一方、ナフサ・スタビライザー７２の塔頂
からは、製品対象外である炭素数が所定数以下（Ｃ４以下）の炭化水素を主成分とするフ
レア・ガスが排出される。このフレア・ガスは、外部の燃焼設備（フレアスタック、図示
せず。）に導入されて、燃焼された後に大気放出される。
【００７８】
　本実施形態の炭化水素の製造方法によれば、逆洗工程（逆洗処理）においてフィルター
５２に流通させる液体炭化水素として、反応器本体８０の気相部から抜き出された軽質液
体炭化水素を用いているので、フィルター５２を往復して繰り返し通過する液体炭化水素
（重質液体炭化水素）をなくすことができる。すなわち、軽質液体炭化水素は逆洗工程で
反応器本体８０内に返送されても、その後は反応器本体８０内で気化してフィルター５２
を流通することなく反応器本体８０の気相部から抜き出されるため、スラリーの一部とな
ってフィルター５２を流通しない。よって、フィルター５２を往復して繰り返し通過する
重質液体炭化水素をなくすことができるため、フィルター５２において単位時間あたりに
濾過するスラリーの量を少なくすることによってフィルター５２の負荷を軽減することが
でき、これによって濾過面積の低減化を可能にし、製造設備の小型化や簡易化を図ること
ができる。
【００７９】
　また、反応器３０の気相部から抜き出された気体成分を、熱交換部８３によって１８０
℃以上でかつ反応器本体８０内の温度より低い温度に冷却して、軽質液体炭化水素を得る
ようにしたので、この軽質液体炭化水素を逆洗液として外部型触媒分離器３４内に導入し
た際、しばらくは液体の状態に維持されることで逆洗液としての機能を良好に発揮させる
ことができる。
　また、前記軽質液体炭化水素を再冷却部９４（再冷却工程）で更に冷却するようにした
ので、逆洗工程の際に液体の状態に維持される時間を長くすることができ、したがって逆
洗液としての機能をより良好に発揮させることができる。
【００８０】
　次に、ＦＴ合成反応による炭化水素の合成方法に基づき、本発明の炭化水素の製造方法
の第２実施形態を説明する。
　本実施形態が前記第１実施形態と異なるところは、逆洗液として、前記軽質液体炭化水
素に重質液体炭化水素を混合した混合液を用いる点である。
【００８１】
　すなわち、本実施形態では、前記第１実施形態と同様にして、第１導出管９０に排出し
た軽質液体炭化水素を槽９３に導入し、さらに再冷却部９４において所定温度に再冷却し
た後、逆洗液槽３８に導入する。一方、第１配管４１中の弁４７により、外部型触媒分離
器３４から導出された重質液体炭化水素の一部を逆洗液槽３８内に導入する。これにより
、反応器本体８０の気相部から抜き出された気体成分からなる軽質液体炭化水素と、外部
型触媒分離器３４から導出された重質液体炭化水素の一部とを混合し、混合物（混合油）
からなる逆洗処理用の液、すなわち逆洗液を得る。
【００８２】
　ここで、逆洗液中の軽質液体炭化水素と重質液体炭化水素との混合比については、弁４
７によって逆洗液槽３８に導入する重質液体炭化水素の量を調整することにより、適宜に
制御することができる。また、このように制御される混合比、すなわち軽質液体炭化水素
量対重質液体炭化水素量は、特に限定されないものの、８：２～２：８程度とするのが好
ましい。軽質液体炭化水素の量を増やすことにより、相対的に重質液体炭化水素の量を減
らすことができ、これによって外部型触媒分離器３４のフィルター５２を往復して繰り返
し通過する液体炭化水素の量を少なくすることができる。一方、重質液体炭化水素の量を
増やせば、この重質液体炭化水素は外部型触媒分離器３４内においても液状であるため、
混合液からなる逆洗液の洗浄機能（逆洗機能）を高めることができる。
【００８３】
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　また、このような逆洗液を用いた逆洗処理（逆洗工程）については、前記第１実施形態
と同様にして行われる。すなわち、逆洗液槽３８から第２配管４４に導出された逆洗液（
混合液）を、図３（ａ）に示す第３導管５７を介してフィルターエレメント５３群に流通
させることで逆洗処理を行う。これにより、濾過媒体５３ｂに堆積した触媒粒子は濾過媒
体５３ｂから除去され、逆洗液に同伴されて返送管３４ｂを経て、逆洗液とともに反応器
３０内のスラリー床中に戻される。
【００８４】
　外部型触媒分離器３４内に導入された逆洗液中の軽質液体炭化水素は、前述したように
反応器本体８０内の条件において気体状である炭化水素であるため、外部型触媒分離器３
４内に導入されることで加熱され、気化を開始する。しかし、逆洗液として用いている軽
質液体炭化水素は、第１ドラム８４で気液分離した比較的高沸点の炭化水素であり、更に
再冷却部９４で再冷却している（再冷却工程）ことで充分に冷熱が付与されているため、
外部型触媒分離器３４内に導入されてもしばらくは液体の状態に維持される。したがって
、フィルター５２を逆洗処理する間は液体の状態にあることで逆洗液としての機能を充分
に発揮し、重質液体炭化水素とともに濾過媒体５３ｂに堆積した触媒粒子を濾過媒体５３
ｂから良好に除去する。
【００８５】
　逆洗液とともに反応器３０内のスラリー床中に返送された触媒粒子は、スラリー床中に
て他の触媒粒子とともにスラリーを形成する。また、逆洗液中の重質液体炭化水素は、濾
過処理の際に他の重質液体炭化水素とともに再度外部型触媒分離器３４に導入され、フィ
ルター５２を流通する。
　一方、逆洗液中の軽質液体炭化水素は、反応器本体８０内にて気体となり、反応器本体
８０の気相部から抜き出され、気液分離装置３６に送られる。
【００８６】
　したがって、本実施形態の炭化水素の製造方法によれば、逆洗工程（逆洗処理）におい
てフィルター５２に流通させる液体炭化水素として、反応器本体８０の気相部から抜き出
された軽質液体炭化水素を用いているので、フィルター５２を往復して繰り返し通過する
液体炭化水素（重質液体炭化水素）の量を少なくすることができる。すなわち、軽質液体
炭化水素は逆洗工程で反応器３０内に返送されても、その後は反応器３０内で気化してフ
ィルター５２を流通することなく反応器３０の気相部から抜き出されるため、スラリーの
一部となってフィルター５２を流通しない。よって、フィルター５２を往復して繰り返し
通過する液体炭化水素の量を少なくすることができるため、フィルター５２によって単位
時間あたりに濾過されるスラリーの量を少なくすることによってフィルター５２の負荷を
軽減することができ、これによって濾過面積の低減化を可能にし、製造設備の小型化や簡
易化を図ることができる。
【００８７】
　また、逆洗液として軽質液体炭化水素と反応器３０から抜き出された重質液体炭化水素
との混合物（混合油）を用いているので、特に重質液体炭化水素が逆洗時に気化せずした
がって逆洗液として高い機能を有していることにより、フィルター５２を良好に洗浄する
ことができる。
【００８８】
　また、上記第２実施形態においては、反応器本体８０から外部型触媒分離器３６内のフ
ィルター５２による濾過により抜き出された重質液体炭化水素を、濾過装置４６で再度濾
過し、該重質液体炭化水素が含有する微粉化した触媒粒子の少なくとも一部を更に除去し
ているので、この重質液体炭化水素を逆洗液の一部としてフィルター５２に流通させた際
、該逆洗液中に含まれる触媒粒子によりフィルター５２を濾過時とは逆の方向から目詰ま
りさせるおそれを回避することができる。
【００８９】
　なお、前記実施形態では、スラリーを濾過するフィルター５２を外部型触媒分離器３４
の分離槽５０内に配置したＦＴ合成ユニット５を用いて、本発明の製造方法を実施するよ
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うにしたが、本発明はこれに限定されることなく、図４に示すように反応器３０内にフィ
ルター５２を配置する、内部型の触媒分離機構を設けたＦＴ合成ユニット１００を用いて
炭化水素を製造するようにしてもよい。
【００９０】
　図４に示すＦＴ合成ユニット１００において、図２に示したＦＴ合成ユニット５と異な
るところは、外部型触媒分離器３４に代えて、反応器３０内にフィルター５２を設け、反
応器３０に内部型の触媒分離機構を形成している点である。この触媒分離機構は、図２に
示した外部型触媒分離器３４の分離槽５０内に設けられてフィルター５２を主とする構成
と同様の構成からなり、図３（ａ）、（ｂ）に示したようなフィルターエレメント５３や
第１導管５４、第２導管５５、第３導管５７、弁５６、弁５８等を備えている。
【００９１】
　このような内部型の触媒分離機構を形成した反応器３０を備えるＦＴ合成ユニット１０
０を用いても、図２に示した外部型触媒分離器３４を用いた反応器３０を備えるＦＴ合成
ユニット１００を用いた場合と同様に、逆洗液としてフィルター５２を往復して繰り返し
通過する重質液体炭化水素をなくすことができる、またはその量を少なくすることができ
る。したがって、フィルター５２の負荷を軽減することができ、これによって濾過面積を
低減することが可能になり、製造設備の小型化や簡易化を図ることができる。
【００９２】
　なお、本発明の製造方法を実施するＦＴ合成ユニットとしては、触媒分離機構として外
部型と内部型とを併用したものを用いることもできる。すなわち、図２に示した外部型触
媒分離器３４を備えるとともに、図４に示したように反応器３０内にフィルター５２を備
えた構成のＦＴ合成ユニットを用いて、本発明の製造方法を実施してもよい。
【００９３】
　さらに、本発明では、反応器３０から抜き出した濾過処理後の重質液体炭化水素につい
て、該重質液体炭化水素が含有する微粉化した触媒粒子の少なくとも一部を更に除去する
ことなく、そのまま逆洗液槽３８又は第１精留塔４０に供するようにしてもよい。
　また、前記実施形態では、フィルター５２の一部のフィルターエレメント５３群で濾過
を行うと同時に、他のフィルターエレメント５３群で逆洗を行うようにし、したがって濾
過工程と逆洗工程とを同時に並行して行うようにしたが、濾過工程と逆洗工程とを同時に
行うことなく交互に行うようにしてもよい。
【００９４】
　さらに、前記実施形態においては、液体燃料合成システム１に供給される炭化水素原料
に天然ガスを用いたが、例えば、アスファルト、残油など、その他の炭化水素原料を用い
てもよい。
　また、前記実施形態においては、液体燃料合成システム１を用いて本発明の製造方法を
実施する形態について述べたが、本発明は少なくとも水素ガス及び一酸化炭素ガスを主成
分とする合成ガスと触媒粒子を含むスラリーとの接触によって炭化水素を合成する、炭化
水素の製造方法に適用されるものである。
【００９５】
　以上、本発明の実施形態について図面を参照して詳述したが、具体的な構成はこの実施
形態に限られるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲の設計変更等も含まれる。
【符号の説明】
【００９６】
１…液体燃料合成システム、５…ＦＴ合成ユニット、３０…気泡塔型スラリー床反応器（
反応器）、３４…外部型触媒分離器、３６…気液分離装置、３８…逆洗液槽、４０…第１
精留塔、５２…フィルター、４６…濾過装置、８２…抜出管、８３…熱交換部、９０…第
１導出管、９４…再冷却部
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